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　1.はじめに
　日本大学法学部図書館には下記の論文４編を綴じ合わせた181葉のフォ
リオ版（35.5cm ｘ 23cm),総革装丁のマニュスクリプトがある訪
1. Memoire sur l'usage des monnaies. [Harsin, vol.1, pp. 166-194, II]
2. Memoire sur le denier royal.[Harsin, vol.3, pp. 38-61, XXI]
3. Projet d'Edit.[Harsin, vol.3, pp. 62-76, XXII]
4. Projet d'une nouvelle forme d'asseo[i]ret recevoir les revenus de
Roy. [Harsin, vol.3, pp. 30-37, XX]
式案』についてだけ述べることにする。
　この論文は13葉のフォリオ版の表裏両面に書かれているが，ページを示
す番号はつけられていない。そのうち２葉（４ページ分）が刃物で切り取ら
れて欠落している。それゆえマニュスクリプトだけによってはこの論文の
全容を把握することはできず，そのためにはどうしても部分的に上記の
　『ジョン・ロー全集』に依拠せざるをえない。
　このようにこの第４論文には部分的な欠落が認められるが，その反面
　『全集』には見当たらない重要な記述が何か所か含まれている。
　　『全集』によれば，この論文の原典はただ１つ，フランス外務省古文書
館のものだけしか知られていない。そこでこのマニュスクリプトの第４論
文は，上記の『全集』に収録されているテキストに対する唯一の異本と言
うことになる。
　筆者はかつて，「ジョン・ローの税制改革論一家屋税創設の主張」と
いう拙稿の中で『全集』のこの論文を紹介しておいたごそのときは漠然
と，この論文は摂政フィリップ・オルレアン公爵に対する献策の形を取り
ながら，実際にはローが広く人々に対して家屋税の優越性を納得させるた
めに書いたものと考えていた。ところが今，このマニュスクリプトの論文
を読むと，そうではなくて，これは摂政に対するローの極秘の献策であっ
て，厳重な非公開を前提にしたものであったことがわかり，そこからロー
と摂政の関係の際立った緊密さが窺われる。
　1719年１月にローの「一般銀行」が「王立銀行」に改組され，引き続き
同年後半からいわゆる「オペラシオン」一王立銀行券の乱発とインド会
社株式の過激な発行とによる国債償還政策-が実行されたことを考える
と，その準備段階とも言うべき時期に書かれたこの献策が「ローのシステ
ム」において大きな重要性をもつものであったと見ることができよう。
　マニュスクリプトの記述と『全集』のそれとでは，段落の区切り方や語
句などにも若干の差異が見られるが，それらの点はさておき，ここでは全
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集の文脈に添いながら，そこには見当たらない記述を追加することによっ
て，マニュスクリプトの第４論文の全体像の再現を試みたい。
　２．ジョン・ローの論文
　この節ではマニュスクリプトの第４論文の全文を掲げ，『全集』の叙述
と相違が見られる箇所は，文中に＊Ａ・・・のような記号で示しておいた。
　　　国王の収入を確立吽し収納●・するための新方式案
　　　　（1718年４月）　　　［吟　4・は追加部分］＊Ａ
　フランス王国内で実施されているタイュ飲料消費税，内国関税，塩税
およびその他の諸税は，すでに人民の４分の１以上を破滅させ残りの４分
の３を弱体化，無力化させている。
　同じ理由で，消費と商業は［これまでの］半分に低下し，［逆に］国王の
諸税は２倍に引き上げられたが，それにも拘らず国の収入は減少した。こ
ういった好ましくない状況は日に日に深刻化し，急いで打開策を講じなけ
れば，数年のうちに行くところまで行き着いて，王国の破滅は避けられな
いことになる。
　このような状況は全くよく知れわたっているので，もし誰かがこの状況
について苦情を申し立てようと思ったら，反論の余地なくそれを証明する
ことは容易である。
　こういったきわめて好ましくない事態の推移を食い止めるために，つぎ
のように提案する。
　1°　フランス王国内で実施されているタイュ飲料消費税，内国関税，
塩税その他一切の諸税を廃止すること。
　2°現行のタイュを，土地収獲物に対する現物での十分のー税と，家畜
に対する金納税とによって置き換えること。
　3°飲料消費税，内国関税，塩税，その他の諸税の代りに，王国内の全
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家屋を基準とする租税を設けること。
　　［そうすれば］つぎのような収入があがるものと推定される。
　土地収獲物に対する十分の一税と
　4°銀行の設立を出来るだけ強力で大規模なものににすること。この設
立は他の２つのオペレーションにとって大本の原動力と見なすべきもので
あって，手形の［流通］速度を高め，堅実さを増し，数量を増加すること
ができる。
　私は十分の一税にかんする細目には全く立ち入らないだろう。摂政殿下
はそれについて幾つかの計画を考えておられた。ノワヨンのエレクシォン
　［徴税区］＊Ｂ　でそれが実際に試験されて成功を収めたのは，殿下の命
令によるのである。
　銀行の業務を申し分なく遂行するために実施すべきことについても，私
は同じように語らないであろう。私はこういう銀行を設立するのは殿下の
事業と考えており，その事業を完成なさるのは殿下の任務で，銀行をある
べき姿に設立・管理することによってフランスの国王と王国をヨーロッパ
全列強の盟主たらしめうるし，また必ずそうなることを確信するに足るそ
れのメリットを，摂政殿下はよく知っておられる。
　それゆえ，この覚え書きでは，私は第３のオペレーション，すなわち家
屋税にかんするオペレーションだけを取り上げることにしよう。
　しかし，提案されている３つのオペレーションは相互に重要な関係があ
り，それらがいっしょになって国王の収入の調達の受げ?としての一般的
システムを構成しているから，私が謹んで摂政殿下に一般的に申し上げる
のは，畏れ多くも殿下に引見を賜わる人々の中にはこの新しいシステムに
反対することに現実の利害関係をもつ人々がいることである。私の考えで
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は，もし財務総監がいたらその人から末端の一係員にいたるまで徴税吏と
よばれる人々はすべてこれに数えられるのである。別の人々は，理由もな
しにそれを妨げることが利益になると信じている。私がこの中に数えるの
は宮廷貴族であって，この人々は特別な計らいを受けている社会階層がす
べて［ここで］企てられているこの制度によって排除されると考え，それ
が彼らにとって有害であると思いこんでいるのである。
　摂政殿下はこういった２種類の反対者に対して余り警戒しようとなさら
ないであろうが，私が謹んで摂政殿下に申し上げたいのは，その主題につ
いて殿下に語りかける人々のことをお考えになるのではなく，その人々が
持ちだす論拠だけをお考え下さることである。このシステムの可能性を弁
護し，またこのシステムを攻撃しようと欲する人々を抑えつけて優位を保
持することを，率直に心の底から謹んで申し上げたい。
　さらに，畏れ多くも殿下に引見を賜わる400～500人の人々が，ある者は
現実の利害関係によって，また他の者は誤解にもとづく利害関係のため
に，もしこの新しい計画に反対するとしたら，＊Ｃ［切り取られて欠落して
いる部分］・･　この人々とは別の1500万の人々がいて，その人々は自分たち
の声を［直かに］殿下にお聞き取り頂くことが出来ず，そしていま提案さ
れているシステムの中にしか自分たちの救いを求めることが出来ないとい
うことをお考え下さるよう謹んでお願い申し上げたい。
　国家の運命，敢えて言えば国王の運命は，その一人一人は百万長者で
あっても，あの400～500人の運命ではなく，それは大衆の運命，すなわち
王国を構成している1500万の人々の運命によって定まるのである。もしこ
の1500万の人々が裕福であれば国家は豊かであるだろうし，もしこの人々
が貧困であれば国家は貧しくなららざるをえない。
　　家屋税にかんする特別覚え書き
　私が提案するのは，王国のすべての家屋を基準とする一つの租税を創設
　　　　　　　　　　　　－276（5）－
することである。すなわち家主たちがいわゆる家賃の半分を国王に支払う
義務を負わされること，もちろん家主たちがそれを一部分借家人たちに回
すことが出来，借家人たちにとってはそれが家賃の３分の１の引き上げに
なるだろうということである。
　私の推定では，上述の租税は国王に対して一年間に74,545,000
　［74,845,000の誤記］リーヴルの収入をもたらすだろう。
　　［この覚え書きで］私が企てているのは次の３つである。
　1°74,545,000［74,845,000］リーヴルと算定された上述の家屋税の収
入の実情を明らかにすること。
　2°　この種の租税が人民にとって有利であり，今日かれらが負担してい
る租税よりもはるかに費用が少なくて済むだろうということを証明するこ
と。
　3°上述の租税をたやすく実行する手段を提供すること。
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　　ここに示した２つの表に関する所見
　1°　王国内には1,309［1,365の誤記］の都市が数えられ，この計算はた
やすく証明することが出来る。
　2°これらの1,309［1,365］の都市は五つの階級に分けられる。
　3°第１階級に入るのはパリだけである。この大都市には36,000の家屋
が数えられる。その根拠をもう少し説明するのはたやすいことである。
　パリの家屋の家賃は［平均］600リーヴルと評価された。家賃が500リー
ヴルにならないほどの並み以下の家屋が非常に少ないことは確かだから，
高低ならしての評価は僅少なものになる。結局［ここで］提案されている
パリの家屋税は10,800,000リーヴル以上には達しない。今日この都市が支
払っている［飲料消費税，内国関税，塩税，その他の］諸税は確かにもっ
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と多い。
　4°第２階級に数えられるのは56の都市である。各都市にはそれぞれ
4,000の家屋があるものと仮定されている。これはパリの家屋敷の９分の
１である。上述の諸都市の家屋の家賃の額は高低ならして200リーヴルと
決められた。これはパリの家屋の家賃の３分の１の割合である。第２階級
の56の主要都市は，こういう計算をすると，国王に対して家屋税として
［１都市あたり］400,000リーヴルを支払うことになる。これら56の都市の
どの一つを取って見てもすべて，飲料消費税，内国関税，塩税，その他の
諸税によってもっとはるかに多く支払っていることは確かである。
　5°第３階級は102の都市から成っている。各都市には1500の家屋があ
り，各家屋の家賃は150リーヴルである。家屋数ではパリの24分の１の割
合であり，家賃ではパリの４分の１の割合である。
　6°第４階級および第５階級の都市の家屋敷の推算とその家賃の決め方
は非常に低く，家屋税の支払によって苦痛を感じる人はない。［これまで］
徴税吏のためや課税を免れるための費用として誰でも皆それ以上の負担を
していることは確かである。第４階級の各都市におけるこの租税の収入は
［１都市あたり］32,500リーヴルに過ぎないし，第５階級の各都市（王国の
都市の４分の３がこれに入る）では，この租税の収入は6,250リーヴルに過ぎ
ない。
　7°家屋税による総収入がおよそ700万リーヴルに過ぎないと評価され
た大村落および村落について言えば，その700万リーヴルは［計算の］対象
にならないし，おそらくそれらの村落をこの租税の中に含めないことと，
収獲物に対する十分のー税，家畜税，稼業を基準とする頭割税［une taxe
par tete］をノヮョンのジェネラリテ＊Ｂ　に対して１月31日付で布告さ
れた政令が示した通りに定めるだけで満足することが適切であろう。
　8°　家屋税が7400万リーヴル以上［の収入］をもたらすであろうことを
証明するために上で行なった計算を正しく記憶するほかに，さらにこの収
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入の実情を一般的推理，すなわち以下のことを理解することによって示す
ことが出来る。
　王国の人民は［現在］数多くの租税によって支払っているものを，単一
の租税によって支払うことが出来るようになる。［これまでは］100の小さ
な水路によって100樽の水を供給していた貯水槽がそれ［だけの水］を同
じように１つの水路で供給できるようになって，［これまでの］100の小さ
な水路は閉じられてしまうのである。ところで，徴税請負人の利得，徴税
下請人の利得，徴税吏の給料および裁判手数料が結局は国王の金庫から出
ていることを計算に入れると，タイュは別として，飲料消費税，内国関
税，塩税およびその他の諸税が人民にとって少なくとも１億リーヴル以上
の負担になることは確かである。それゆえ飲料消費税，塩税その他の諸税
が廃止されれば，人民はその収入が7400万リーヴルだけの一つの租税を負
担することはたやすく出来るのである。
　　家屋税提案の利点
　一つの租税が好都合なものだと言うことが出来るとしたら，それは，
［１］徴集がもっとも簡単で，［２］恣意的でなくて確かな原則に基いてお
り，［３］普遍的で，［４］その配分が比例的に平等に行なわれ，最後に
　［５］各納税者に対する負担分か重すぎないものであることは明らかであ
る。こういった５つの条件を備えているのがこの家屋税の提案である。
　］ﾌﾟ　この租税は単純であって，単純さはそれを徴集するのに必要な手段
について目立っている。
　2°　この租税は確かな諸原則に基いており，家主がそれぞれ提出する申
告書については，借家人が各々自分の家賃に応じて負担せねばならぬ増加
分を各家主が同時に納付しなければならないという決まりになるだろう。
大事なのは上述の申告書が真実かつ正確であることを保証する方法である。
それには絶対確実だと思われる方法が提案されるだろう。
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　3°この租税は普遍的であるだろうし，すべての人々に適用されるだろ
う。というのは，家に住まないで過ごせる人はないからである。
　4°　［この租税の］配分は公平に，各人の財産に比例して行なわれるで
あろう。住居に高い金を払っている富裕な人は比較的多くの租税を支払う
だろう。安く住んでいる貧しい人は比較的少ない租税を支払うだろう。
　5°家賃の額の半分の割合と決められたこの租税は重すぎることはな
く，それが捕えるのはせいぜい各納税者［担税者］の収入の20分の１ない
し16分の１に過ぎない。それは以下で私が証明する通りである。
　住居に自分の収入の８分の１以上を，あるいは10分の１以上をさえ使う
人はない。たとえば,家賃に100リーヴル支出する人あるいは家計は,年金
でか稼業で少なくとも800リーヴルの収入を手にしている。家賃に50リー
ヴル支出する者は少なくとも400リーヴル［の年収］を得ている。
　したがって［家主の］家賃からの収入の半分しか捕えない家屋税は，各
個人からはその収入の16分の仁あるいは20分の１しか取り立てない。
　ところで摂政殿下にもっと注目して頂きたいのは，内国関税，塩税，そ
の他の諸税の廃止によって人民が受けることになる負担の軽減が途方もな
く大きいことでる。
　こんにち車両がその通行途上にあるあらゆる通行検問所で停止を余儀な
くされて大いに遅滞することによって，かなりの時間が無駄になり，それ
によって売手の利得が殆どなくなってしまうのである。商品を駄目にした
り，引き続く訴訟の種になるのは［こういった検問所の］検査だけではな
い。正当あるいは不当な差押えもまた大いに破産を招く。徴税吏の危険な
信念に基く数多くの調書によって，運の悪い人が非常におおぜい刑を宣告
され処罰されてきた。
　飲料消費税，内国関税，塩税その他の諸税の徴収事務にとって必要なこ
ういった予防措置がすべて，どんなに商業活動を妨げ，また大部分の商人
に商業，つまり自分の仕事をやる気を失わせるか，あるいは困難ばかり大
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きくて得られる利益が小さいという理由で，商売をしようとさせないかと
いうことは，よく知られている。
　全国何処でもまた何時でも道路［の往来］が自由になり，門戸が開放さ
れれば，工業と商業が息を吹き返すようになるだろうし，商人たちは商売
を盛んにしたいと思うだろう。というのは，彼らは，利益を手に入れる以
前に，いろいろな税金や税金を免れるために使った費用を埋め合わせなげ
ればならないから，［そういった諸掛かりがなくなれば,］今日では作るこ
との出来ないものを［作って］，買手に安く売ることが出来るだろうから
である。
　結局，間接税と直接税の徴収業務［les fermes et recettes］に従事して
いる50,000人は，一人400リーヴルの割合で［全体では］2000万リーヴルの
費用を国に負わせているが，自分では全く何も負推していない。逆に，［そ
れ以外の］ある人々は農業に従事したり，その他の人々は商業に従事し，
またその他の人々は手工業に携わっていて，かれらはそれぞれ身分に応じ
て市町村の公課を納めるだらう。要するに自由と利便は商業の核心である。
＊Ｄ［追加部分］４　　　　　　　方　　法
　　　　立案中の家屋税を制定し実行するための方法。
　上述のように家屋税の可能性と長所の基礎とされた計算と理由がどんな
に確実であろうとも，しかし，摂政殿下が十分の一税の提案について非常
に思慮深くふるまわれたのと同じ程度に，前もって成功を確信なさらなけ
れば，慎重な殿下は［それと］同じくらい重要な変更には着手なさらない
だろう。
　というわけで，もし家屋税の着想そのものの中に，摂政殿下にとってそ
れを不可能だと思わせるものが全くないないならば，以下のことが必要に
なるだろう。
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　1°摂政殿下がこの租税にかんする構想を誰にも漏らされないこと。
　2°摂政殿下が，何よりもまず，家屋に対する租税の収入がどれだけに
　　なりうるかを確認なさること。
　3°国王陛下が，この目的のために家屋税のそれとは異なる口実を設け
　　て，すべての所有者をして，かれらの家屋の資産価格と賃貸価格にか
　　んする申告書を提出せしめる命令を下されること。
　申告書が提出されたとき，もし賃貸価格の収入が上で推定された通りで
あったならば，摂政殿下は立案中の租税を創設なさることが出来るだろう。
必要なのは飲料消費税，内国関税を廃止し，同時にこの租税を命じる勅令
だけである。
　その実施にかんしては，司教区ごとにあるいは総徴税区ごとにたったー
人で処理することが出来る。　　　　　　　　　　　　　4・＊Ｄ［追加部分］
　　　　　　　　　　　　　　命　　令　　案　　　　　　＊Ｅ［追加部分］４
　家屋の所有者をして，所有する家屋の資産価格および賃貸価格にかんす
る申告書を提出せしめる命令の草案。　　　　　　　　　4・＊Ｅ［追加部分］
　国王陛下は，パリその他の王国内の諸都市で自分の家をもたない人々の
窮状に便乗して家主たちが，売買についても貸借についても同じように，
数年前から過度に値段を釣り上げてきたことを聞かれて，顧問会議に諮ら
れ，摂政殿下オルレアン公爵の意見に従って，来る５月１日から７月１日
までの２か月の間にすべての家主に，自分が所有する家屋の資産価格と賃
貸価格を公証人の面前で申告する義務を負わしめられるだろう。その家屋
が［現に］賃貸されていなかろうと，また［今後］賃貸されなかろうとに
拘わりなく，家主が署名した上述の申告書の原本は，かれらが立ち合って
もらった公証人の手元に保管される。当該公証人はこの申告書の謄本を２
通作成して，１通はその家主に手渡し，他の１通はその県の長官に届け出
る。国王陛下は次のように定め給う。本年７月１日以降，家主が提出した
　　　　　　　　　　　　　　　－269（12）－
申告書を家屋の売買および賃貸価格の規制のために使用することとし，
従ってその家屋は，申告された価格ょりも高く売買することも貸借するこ
とも出来ない，と。
　国王陛下は次のように命令し給う。口頭でかあるいは申告書の形を取ら
ない書類で行なわれた取引は全く無効と見なされ，しかも買手あるいは借
家人が前記の申告書にょって届け出られた価格を越えて支払った金額はそ
の買手や借家人に返還される。国王陛下は次のことを禁じ給う。上記７月
１日以降いかなる家屋も公証人の面前で証書による以外，正式に売買ある
いは貸借することができず，公証人はその証書の冒頭に当該家屋の申告書
の写しをつけ加える義務を負わされることになる。国王陛下はすべての公
証人に対して，上記の期間内に申告書が提出されない家屋の売買あるいは
貸借についていかなる契約を締結することも禁じ給う。国王陛下は次のよ
うに求め給う。公証人の面前で結ばれた貸借契約にょって義務付けられて
いない借家人は，口頭あるいは書面でどんな契約を結んだとしても，家賃
を免除される，と。国王陛下は次のように宣言し給う。定められた期間内
に自分の申告書を提出しなかった家主は，期限の来た家賃についても，
　［これから］期限の来る家賃についても同じように借家人に対する一切の
訴権と特典を失う，と。目王陛下は次のように考え給う。家主は申告書の
上で清算とかその他の差引分といった口実で家屋の資産価格あるいは賃貸
価格からいかなる減額もすることが出来ない，と。その上国王陛下は売買
あるいは貸借の権利を取消しあるいは取り消させる権限を留保し給うて，
上述の家屋の取引を，それについて作成された申告書に基いて，その他の
鑑定を用いることなしに適切に判断し給う。　　　国王・・・目付
＊Ｆ［追加部分］・･　　地方長官あての書簡の草案
　国王陛下は・・日の顧問会議会で決定された命令の写しを汝らに送達
　　　　　　　　　　　　－268（13）－
し，この目的のために，以下のことが速やかに実行されるように取り組む
べきことを命じる。ここに添付したモデルと同一の申告用紙を印刷せしめ
よ。それを汝らの県の公証人たちに配布し，かれらが受理した個々の申告
書の謄本一通を命令に従って汝らに送達するよう通告せよ。そして次にそ
れらの謄本を・・・・に送付せよ。　・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・を陛下はこのことの執行者として任命な
さった。汝らが公証人に送達する［申告書の］モデルは保存原本としても
また謄本としても同じように使用されるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４・＊Ｆ［追加部分］
＊Ｇ［追加部分］４　　　家屋にかんする申告書
　総徴税区
　司　教　区
　市　町　村
　小　教　区
　通　　　　り
　・・・・・・・［氏名］　　所有の家屋
上記のものは
前記の家屋が・・・・・・の資産価値をもつことを申告し１年間の賃貸価
格が・・・・・・であると評価した。
　　　上記に基づき　署名　　　　　　　　　　　　　　・・＊Ｇ［追加部分］
　３．追加および欠落部分などの一覧
　ここでは，前節で＊印を付して示しておいた追加部分や欠落部分の内容
を述べることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　－267（14）－
＊Ａ　［追加部分］　本稿p. 278 ( 3 )｡写本の第４論文，第１葉の表面
　　(p.lに相当）。 Ｐ．アルサン編『ジョン・ロー全集』第３巻p. 30.
　Proiet d'une nouvelle forme d'asseo［i］ret recevoir /
　les revenus du Roy (avril1718）
　写本では〈et recevoir〉が追加されている。アルサンによって追記さ
　れた〈(avril 1718）〉はもちろん見当たらない。
＊Ｂ　［地名の綴りの相異］　本橋p.277 (4)およびp.273 (8)。写本
　第２葉の表面(p. 3に相当）および第６葉の表面（ｐ.Ｈに相当）。『ジョン
　・ロー全集』第３巻p. 31ではくelection de Noyon〉という地名が見
　られ, p. 34ではくgeneralite de Ｎｏｙｏｎ〉という地名が見られるが，ア
　ルサンは脚注で〈Noyon〉を〈Niort〉と訂正している。このマニュス
　クリプトではそれが〈Nyort〉と書かれている。4）
＊Ｃ　［欠落部分］　本稿pp. 276 ( 5 )～274 ( 7)｡写本第３葉および第
　４葉の表裏，合計４面(p-5からｐ.8に相当）が切り取られて欠落して
　いる。『ジョン・ロー全集』第３巻p. 32の３行目の途中からp. 33の
　二つの表が終わったところまでの部分である。
＊Ｄ　［追加部分］　本稿pp.270 (11)～269 (12)｡写本第９葉の表裏，
　合計２面(p. 17とr）｡18に相当）。『ジョン・ロー全集』第３巻p. 36の
　32行目と33行目の間に挿入される。
「ｐ」7）
－266（15）－
Moyens/
pour etablir et executer la taxe proposee sur les/
Maisons/
Quellques certains que soient les calculs, et/
les raisons sur lesquelles on a cy-dessus fonde la/
possibility et les avantages d'une taxe sur les/
maisons, cependant il ne seroit pas de la prudence/
de S. A. R. d'entreprendre un changement aussy/
considerable, sans auparavant s'estre assure du/
succes ainsy qu'il en a tres sagement use pour la/
proposition de la dixme.
C'est pourquoy si l'idee de la taxe sur les maisons/
n'a rien en elle meme qui la fasse paroistre,/
impossible a S. A. R., il seroit necessaire que/
1.° S. A. R. ne s'ouvrit a personne de son dessein/
sur cette taxe
2.° Que prealablement a tout elle s'assurat quelle/
peut estre le produit d'une taxe sur les maisons/
3.° Que pour cet effet Sa Majeste rendit un/
arrest qui sous un autre pretexte que celuy/
(P- 18)
d'une taxe des maisons ordonnat a touts proprietaries/
de fournir leur declaration du prix en fond et du/
prix du loyers desd. maisons.
Quand les decla[ra]tions auront ete fournies si le/
produit des loyers est tel qu'on la estime cy-dessus /
alors S. A. R. pourra establir la taxe proposee. 11/
ne faut qu'un edit qui supprime les aydes, les/
douannes, et qui ordonne en meme temps lad. taxe.
A l'egard de l'execution un homme seul/
－265（16）－
par dioceze ou par generality y peut suffire.
＊Ｅ　［追加部分］　本稿p. 269 (12)｡写本第10葉の表面（I）｡19に相
　当）。『ジョン・ロー全集』第３巻p.36の33行目と34行目の間に挿入さ
　れる。
qui ordonne aux proprietariesdes maisons de/
donner la declarationde la valeur en fond, et du prix/
du loyer de leurs maisons
＊Ｆ　［追加部分］　本稿pp. 268 (13)～267 (14)｡写本第12葉の表面
　（r）｡23に相当）。『ジョン・ロー全集』第３巻p. 37でこの論文がすべて
　終わった後に追加される。
Projet/
de Lettre pour les intendants/
Le Roy vous envoye copie de l'arrest/
rendu en son Conseille , et vous ordonne/
de tenirla main a ce qu'ilsoit promptement execute/
pour cet effet vous ferezimprimer des exemplaires/
de declarationsconformes au modelle cy-joint,et/
vous les ferez distribueraux notaires de votre/
departmant, et leurs manderez vous envoyer/
conformement au arrest une expedition de chacune/
des declarationsqu'ilsauront receus,lesquelles/
expeditions vous adresserez ensuitte a ./
/
que Sa Majeste a nomme pour en estrele/
－264（17）－
depositaire,les modelles que vous envoyerez/
aux notairesdoivent egallement servirtout/
pour les minuttes que pour les expeditions.
＊Ｇ　［追加部分］　本稿p. 267 (14)｡写本第13葉の表面(p. 25に相
　当）。上記＊Ｆに続く。
Declaration de maisons/
Generality d
Diocese d
Ville
Paroisse
Rue
Maison appartenant a
Lequel a declare que lad. maison vaut en fond/
la somme de
et a estime le prix du loyer par chacun an a la/
somme de
en foi de quoi a signe
　４．結びに代えて
　以上が日本大学法学部図書館が所蔵しているマニュスクリプトの第４論
文とＰ.アルサソ編『ジョン・ロー全集』第３巻所収の第ＸＸ論文を比較し
て知り得たことの概要である。
　上の＊Ｂで見た通り『全集』第３巻ではNiortという地名がNoyonと誤
記されているが，このマニュスクリプトではそれがNyortと正しく記載さ
　　　　　　　　　　　　　　　－263（18）－
れている。 Niortはこの論文が書かれた年の１月に十分の一税が試みられ
た重要な徴税区＝エレクシオンであるから，少しでもこの試みにかかわり
を持った者ならば，それを誤記することはまず考えられないのではあるま
いか。『全集』第１巻で「これは明白な書き違いである」と述べられてい
るごこの点から見て，筆者はこのマニュスクリプトの方がアルサンが用い
たフランス外務省古文書館所蔵のテキストよりもオリジナリティの点で優
れているのではないかと考えている。
　筆者は，このマニュスクリプトを目にするまでは，論文の中の「命令
案」を単純に家屋税実施のために必要な手続きとだけ考えていた。　しかし
第４論文にだけ見られる＊Ｄ「方法」という節を読むと，これは「家屋税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
のそれとは異なる口実を設けて，すべての家屋所有者をして，かれらの家
屋の資産価格と賃貸価格にかんする申告書を提出せしめる命令」（下線は
中村のもの）であって，この段階で家屋税構想そのものを知っていたのは
ローと摂政の二人だけであったことになる。
　したがってこの「命令案」は家屋税に関連するものとしてではなく，外
見上は家屋の資産価格と賃貸価格の上昇を抑えるためだけに申告を命じる
という形をとっている。しかも命令案ではその申告価格を今後じっさいに
取り引きが行なわれるさいの売買価格および賃貸価格の上限とすることが
明言されているから，この新税計画に気付かない家屋の所有者たちは出来
るだけ高い価格を申告しようと努めるであろう。
　ところがひとたびこの家屋税が実施されることになると，さきに拙稿
「ジョン・ローの税制改革案」でも述べた通り5），賃貸価格はこの租税の課
税標準になるから，納税者たるべき家屋の所有者たちは自分で自分の課税
標準を大きく申告し，自ら租税負担を加重することになるだろう。この点
に人間の心理の盲点を衝くローの政策の特徴の一端が窺われる。ここであ
らためて思い出されるのは，「大事なのは上述の申告書が真実かつ正確で
あることを保証する方法である。それには絶対確実だと思われる方法が提
　　　　　　　　　　　－262（19）－
案されるだろう」という自信に満ちたローの言葉である。
　この申告価格に基づいて，「摂政殿下は・・・・家屋に対する租税の収
入がどれだけになり得るかを確認なさる」のである。その結果，上述のよ
うにこの家屋税が7400万リーヴル以上の収入を齋らしうることが確認され
れば，その場合に初めて「飲料消費税，内国関税を廃止し，同時にこの租
税を命じる勅令」が発せられて，家屋税が実現を見ることになるのである。
　このように＊Ｄ「方法」という１節の有無はこの論文の性格を著しく変
えるほどの重要性をもっており，それを含むいくつかの追加的記述を備え
たこのマニュスクリプトは，フランス大蔵省古文書館のテキストよりも
いっそうロー自身の原文に近いのではないかと推察される。
　前掲の拙稿で筆者は，「公証人の立会のもとに家賃（賃貸価格）の申告書
を作成させて，その写しを地方長官に提出させるという発想はとてもアン
シャン・レジームのものとは思われない。整備された現代の税法による申
告所得税について語っているかのような錯覚に陥りそうである」と述べた。
この第４論文で，さらにローが画一的な申告書のモデルを示し，しかもそ
れを印刷して公証人たちに配布すべきことを全国の地方長官に命じようと
していたことを知って，いっそうその感を深くしている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1993.07.07）
一261（20）－
付記　１
　　筆者は日本大学法学部図書館司書・石堂光治氏の示唆によって初めてこの
　　マニュスクリプトの存在を知った。同図書館は，この貴重な資料につい
　　て，筆者の度重なる閲覧と煩雑な希望にそのつど懇切かつ的確に応えて下
　　さった。記して深く謝意を表する。
付記　２
　　本論文は平成４年度成城大学特別研究助成による共同研究「近代西欧にお
　　ける文化・思想・社会・経済の発展の比較史的研究」の，筆者の研究分担
　　分の成果の一部を公表したものである。
5）前掲拙稿p. 197.
－260（21）－
